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はじめに

　本稿の目的は、青森県における景気浮揚のための代

表的な政策対象の分野である公共事業と、今後高齢化

が進む中でますます拡大が不可避となってくるであろ

う社会福祉の生産波及効果と雇用創出効果を、平成12

年度青森県産業連関表を使用して計測し、比較分析す

ることである。

　短期的な景気浮揚策としては、たとえ非効率的で無

駄があるにしても、公共事業投資が有効であるという

考え方が一般的である。しかし、本研究では、青森県

においてこの公共事業以上に社会福祉への支出が景気

浮揚につながる可能性が見い出せるかどうか、統計的

に検討してみたい。また、これまでの全国を対象とし

たいくつかの研究では、経済波及効果だけではなく雇

用創出効果との両面において社会福祉部門の方が公共

事業部門よりも、優位性をもつことが明らかになって

いる。これに対して、本稿は、県民１人あたりの公共

事業関係費が国全体の１人あたりのそれよりも1.28倍

～1.60倍1）高く、その位置づけの大きい青森県を対象

にした初めての研究である。

　1990年代のバブル崩壊後長期にわたる経済停滞の中

で、日本は景気対策のため多額の公共投資を行い、政

府はその財源として国債を大量発行した結果、財政を

圧迫することに繋がった。2001年から始まった小泉内

閣では「2011年までに基礎的財政収支を黒字化」する

ことを目標とし、大幅な歳出削減を図るという路線転

換を行うと共に、公共事業費の削減が大胆に進められ

た。しかし、2008年秋の金融危機により、日本の景気

は再び悪化し、本県の経済状況もその影響を多大に受

けることとなる。2009年６月29日に青森県は、国の経

済危機対策に呼応した一般会計補正予算案を県議会定

例会で可決しており、333億9418万4千円を予算額に組

み込んで、緊急経済・雇用対策、産業振興、生活安心

を大きな柱として編成した。県が６月に大規模な補正

予算を組むのは異例であり、それだけ今回の景気悪化
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論文要旨

　本稿は、産業連関表を用いて青森県の「公共事業」と「医療・保健」「介護」の経済波及効果と雇用創出効果を

それぞれ計測し比較することで、前者と比べて後者の方が両効果とも高いことを明らかにした。これにより、労働

集約的で、かつ粗付加価値の高い産業である「医療・保健」「介護」が、これまで代表的な短期の景気浮揚策とし

て考えられてきた「公共事業」に代わりうること、それが急激な高齢化、高い失業率、重い社会保障負担という深

刻な経済問題に直面している青森県にとっては、好転の方向性、将来の期待を見い出せる可能性を持つものである

という結論を得た。
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が本県に多大な影響を及ぼしたことが窺える。

　この補正予算において公共投資関係は約112億4100

万円で、その予算の約34％が国道や県道、河川の改

修、高潮対策、治山、漁港整備などの一般公共事業や

国直轄事業負担金、新幹線鉄道整備事業負担金に充て

られ、特に、県土整備部所管の公共事業関係費は101

億2200万円余で、これは前年度同期比の9.8% 増とな

ることから、公共事業への歳出増による不景気打破と

いう路線に再び戻ったことになる。なお補正予算の財

源は、国庫支出金約218億円、県債約76億円、交付金

約4千万円である。

　2007年北海道夕張市が財政再建団体に指定され、事

実上財政破綻した。青森県はどうかというと、2008

年度の実質収支比率は0.4％、47都道府県中26位2）で、

これは緊急に出費が生じた際対応できるお金がなく、

一挙に危機的な状況が発生するという数字である。市

町村レベルにおける実質収支比率で見る赤字団体は

全国で22団体あるが、そのうち青森県は４団体あり、

18.18％ 3）を占める。また、全国の完全実業率は5.2％

（2009年５月現在）に対して、青森県は6.8％（2009年

４～６月）と、沖縄に次ぎ高い値となっており、有効

求人倍率は0.26（2009年５月）で全国最下位である。

このように、財政、雇用状況が逼迫していることに

加えて、青森県の平成20年度の高齢者人口等の調査で

は、全人口に占める65歳以上の人口の割合が24.43％

で年々増加しており、どこよりも失業対策・社会福祉

サービスの一層の充実が求められる県であることは明

白である。

　本稿の構成は、次の通りである。まず、Ⅰでは、青

森県における高齢化の現状と雇用政策をめぐる動きを

把握し、Ⅱで、本稿の分析枠組みを提示しつつ、経済

波及効果を定義づける。次に、Ⅲで、投入係数表と

粗付加価値部門の投入係数から青森県の公共事業、医

療・介護の産業としての特徴を示す。生産波及に関す

る逆行列係数と併せて、雇用係数と雇用誘発係数をそ

れぞれの産業についても計測する。Ⅳでは、これらの

係数値を用いながら、同額の税金を「医療・保健・社

会保障・介護」と「公共事業（建設）」に投入した場

合の経済波及効果と雇用創出効果を試算する。ここで

は、第２次生産波及額まで算出することにより、短期

的な景気浮揚の一手段として「医療・保健・社会保

障・介護」分野への税支出が有効であるかどうかを検

証することになる。最後に、全体をまとめる。

Ⅰ　青森県における高齢化の現状と雇用対策

１．高齢化の現状

　青森県の人口の推移を図１に示した。これによると

昭和45年以降増加傾向にあったが、昭和55年～60年を

ピークに、それ以降は減少してきており、将来予測で

はその減少幅は大きくなるものと見られている。

　図２の年齢別人口の割合の時系列変化では、15歳以

上65歳未満は減少傾向にあり、15歳未満になると平成

22年の割合は昭和35年の1/3である。一方、65歳以上

の人口割合は急激に上昇しており、昭和35年の4.5%

が平成22年には５倍の25.5% にもなっていることか

ら、人口の少子・高齢化が着実に進行していることが

うかがえる。表１で示した青森県の高齢単身世帯（65

歳以上で１人のみの世帯）及び高齢夫婦世帯（夫65歳

以上、妻60歳以上の夫婦一組の世帯）の数は、平成17

年10月現在それぞれ41,804世帯（昭和55年対比516％

増）、44,764世帯（昭和55年対比412％増）となってお

り、本県における人口の高齢化により、これらの世帯

数は今後増加していくことが予想される。

　これまで日本の高齢者福祉は、家族に大きく依存し

ていたが、若い世代が雇用機会を求めて農村地域から

都市部へ移住したことによって、家族の高齢者介護機

能が低下している。従って、その機能を社会全体で

分担するということになると、今後青森県における医

療・介護部門の必要性はますます高まり、その体制作

りが喫緊の課題であることは否定できない。

２．政府の雇用政策

　政権交代で鳩山内閣により財政に関する方針「コン

クリートから人へ」が打ち出されたにもかかわらず、

総務省が2009年12月25日に発表した11月の完全失業率

（季節調整値）は5.2％、有効求人倍率も0.45倍と依然

厳しい状態が続いている（図３）。

　政府の緊急雇用対策本部は、2009年10月23日に「介

護」、「グリーン」、「地域社会」の３分野での雇用創出

１）財務省主計局調査課「財政統計」と「平成20年度青森県県土整備行政の概要（資料編）」より筆者算出。
２）総務省統計局『社会・人口統計体系』「実質収支の状況　都道府県」2008より。
３）総務省統計局　『統計で見る市町村の姿2008』「行政基盤」より。
４）首相官邸 HP　http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kinkyukoyou/
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表１　青森県内の高齢単身世帯数及び高齢夫婦世帯数の推移

区　分 昭和55年 昭和60年 平成２年 平成７年 平成12年 平成17年

高齢単身世帯 8,099 11,560 17,044 23,758 33,337 41,801

高齢夫婦世帯 10,878 15,096 18,776 27,743 37,590 44,764

� （「国勢調査」より筆者作成）　　　　

　　図１

　　図２



　神馬志保子・秋葉まり子24

などを柱とした緊急対策を決定して首相官邸のホーム

ページ4）で公表し、雇用の下支え・創出効果を「2010

年３月末までに10万人程度」と見積もっている。特

に、「緊急雇用創造プログラム」の「介護雇用創造」

では、

①「働きながら資格をとる」介護雇用プログラム：

・求人ニーズが高い介護分野で、働きながら資格

取得（介護福祉士、ホームヘルパー２級）がで

きるよう支援するプログラムを創設。

・資格取得のための研修費用の手当及び１年又は

２年の実践的な雇用経験の付与などを可能にす

るため、「緊急雇用創出需要」の要件を緩和。

・実習免除等の働きながら資格を取ることを容易

にするための措置の導入。

・地方自治体に対して、①重点事業として事業採

択と事業の前倒し執行、②介護サービス施設、

事業者への積極的な周知を要請。

②介護人材確保施策の推進：

・全国地域包括ケア推進会議の措置、介護職員処

遇改善交付金の周知を通じた介護職員の処遇改

善。

・「福祉人材コーナー」をはじめとして全国のハ

ローワークで介護分野の求人開拓を重点実施、

助成金や職業訓練を活用した介護分野の人材確

保・定着。

③介護サービス整備の加速化等：

・「介護基盤の緊急整備特別政策事業」による介

護基盤整備の推進。

・大都市部の自治体の意向を踏まえた認知症対応

グループホームのユニット数の拡大による整備

の推進（２ユニットから３ユニットへ）。

を掲げている。

３．青森県の雇用対策方針

　青森県の雇用の現状は、図４で明らかなように完全

失業率が全国平均を大幅に上回っていることから、県

のより有効な雇用対策が望まれている。

　青森県知事を本部長として設置された「青森県緊急

経済・雇用対策本部」は、2008年12月県内事業所にお

ける雇用の維持、離職を余儀なくされる人々への再就

職支援等について、青森県労働局及び関係機関が連携

して対応する方針を打ち出している。さらに、青森労

働局職業安定部が発表した「平成21年度青森県雇用施

策実施方針」では、青森の地でいきいきと働き、生活

していくことができる社会の実現に向け、青森県基

本計画「未来への挑戦」（平成21～25年度）を策定し、

「雇用の創出・拡大」と「あおもり型セーフティネッ

ト」に取り組むこととしている。

　具体的な施策として掲げられている項目の一つに、

「職業紹介の充実と雇用のミスマッチ縮小の推進」が

あり、以下の内容を含んでいる。

①公共職業安定所における的確な求人・求職のマッチ

ング

　公共職業安定所において、求人の総量確保に向け

た効果的な求人開拓等を実施しつつ、地域の労働市

場の状況、求人者や求職者のニーズなどを把握・分

析し、これを踏まえた的確な求人・求職のマッチン

グを図る。

②求職者の個々の状況に的確に対応した公共職業安定

所の就職支援

　早期再就職の緊要度が高い求職者に対して、就職

支援ナビゲーターによる体系的かつ計画的できめ細

　　　　　　　　　　　図３

（資料出典：日本経済新聞2009年12月25日）　　　　　　　　
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かな就職支援を行う就職支援プログラムを実施す

る。

　また、就職実現プランナーを活用し、一定の職業

能力を有しながらも求職活動の進め方がわからない

等の理由により離職期間が長期化するおそれのある

求職者等を対象に、再就職に向けた就職実現プラン

を策定し、個別体系的な支援を実施する。

③的確な公共職業訓練の活用

　職業能力のミスマッチ解消のため、能力開発が必

要な求職者に対し、人材ニーズに基づいた職業訓練

が活用できるよう、的確な職業訓練情報を積極的に

提供する。特に、介護分野をはじめとする今後雇用

の受け皿として期待できる分野での安定雇用に向け

た必要な知識・技能を習得するための長期の離職者

訓練について、これらの分野への職業を希望する求

職者への周知を積極的に行う。5）

　ここから、労働需給双方のニーズを踏まえた上で、

よりきめ細やかな就職支援をし、資格が必要な職業に

ついては資格取得支援も行うこと、特に、これから求

人が期待される介護分野に注目していることがうかが

えよう。

Ⅱ　分析枠組み

　『産業連関表』とは、１年間に産業（企業）、政府、

家計などの経済主体が行った財貨（モノ）・サービス

に関する取引を一覧表にまとめたものである。

　ある産業は、他の産業から原材料や燃料などの財

貨・サービスを購入して、これを加工（労働、資本な

どを投入）して別の財貨・サービスを生産している。

次に、これを別の産業に対して原材料として販売し、

さらに別の財貨・サービスを生産している。このよう

にある部門から生まれた新たな経済刺激は、水面に石

を投げ入れると波紋が生じるごとく、購入、生産、販

売の関係が各産業間で連鎖的につながり、最終的には

各産業から家計、政府などの最終需要部門に対して必

要な財貨・サービスが供給される。産業連関表とは、

このようにして最終需要部門に供給された財貨・サー

ビスについて、それが最終需要部門に至るまでに各産

業間でどのような購入、販売という取引過程を経て生

産されたものであるか、その実態を一定期間（通常１

年間）にわたって観察、記録し、その結果を一覧表の

形にしたものである。

　産業連関表を縦の列方向にみると、各財貨・サービ

スの生産に当たって用いられた費用構成が示されてい

る。つまり、生産のために原材料をどこからどれだけ

買ったか、また新たに生まれた価値はいくらかを表し

ている。その費用構成は、「中間投入部門」と「粗付

加価値部門」に分けられる。「中間投入部門」は、各

産業が生産物を生産するためにどの産業からどれだけ

の原材料や燃料などを購入しているかを示している。

また、「粗付加価値部門」は、中間投入財を除いたコ

ストで生産要素に対する支払い（雇用者所得、営業

余剰等）が示されている。また総投入額は「中間投入

額」と「粗付加価値額」を足して計算する。

　一方、産業連関表を横の行方向にみると、各産業で

生産された財貨・サービスが販売された先の内訳が示

されている。つまり、生産物をどこへどれだけ売った

５）「平成21年　青森県雇用施策実施方針」青森労働局職業安定部　平成21年３月

　　　　　　　図４
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かを表しており、その横に見た生産物の販路内訳は、

「中間需要部門」と「最終需要部門」に分けられてい

る。「中間需要部門」は各産業の生産物がどの産業に

どれだけ原材料や燃料などとして販売されているか

を、「最終需要部門」には各産業の生産物が最終生産

物としてどれだけ家計や企業、政府などの消費や投資

に配分されていたかが示される。また、総産出額は、

「中間需要額」＋「最終需要額」－「移輸入額（県外

からの購入分）」となる。

　産業連関表は、そのまま読み取ることによって、各

産業部門において行われたすべての財貨・サービスの

生産及び販売の実態を明らかにする統計表として有用

である。さらに、県民経済計算体系における県民所得

統計では対象とならない中間投入あるいは中間需要の

産業間の取引に注目し、ある産業の生産の増大がどの

産業へどれだけの影響を与えていくのか、どれだけ生

産が必要であるのか、という分析に役立つ。尚、表

は、大分類（13部門）の他、下のように中分類（35部

門）、小分類（102部門）別にして掲載されている。

　わが国では、経済の地域的循環を計量的に分析する

ための資料として、産業間循環については５年おき

に、各都道府県の『地域産業連関表』（県レベルの地

域内産業連連関表）および経済産業省による『地域間

産業連関表』（東北地方、関東地方といったスケール

の全国９ブロック地域間産業連関表）、『産業連関表』

（全国版）が作成されている。青森県で最新のものは、

平成12年版（平成17年度公表）であり、本稿ではそれ

を使用する。

　ある産業で生じた需要は、その産業の生産を発生さ

せるとともに、他の産業の生産を誘発する。また、そ

れぞれの産業では従業者に賃金が支払われ、そこから

新たな需要が生み出される。その需要は、さらに他

の産業での生産を生じさせる。このように１つの需要

が、産業や家計にもたらす直接的、間接的影響を経済

波及効果という。次の図５は、経済波及効果のメカニ

ズムを表したものである。

　本稿では、小分類に基づいて、この経済波及効果

と、新規需要の生産増加によって新たな雇用がどのぐ

らい創出できるかを指す雇用創出効果の計測を試み

る。

　医療・介護と公共事業の経済波及効果と雇用創出

効果を産業連関から比較した先行研究には、宮澤

（2005）6）や塚原（2003）7）、前田（2009）8）がある。宮

澤と塚原は、1995年の全国版産業連関表を用いて、公

共事業と社会福祉支出の生産波及効果を拡大レオン

チェフ乗数（中間投入を通じた生産波及効果と、消費

活動を通じた生産波及効果の２つの効果の結合効果）

を推計することにより、比較分析を行っている。この

研究では、社会福祉と公共事業の生産波及効果の差は

１％以内におさまっており、両者の生産波及効果が同

　

中分類（35部門） 小分類（102部門） 主な品目範囲

建設

建築

 

住宅新建築

非住宅新建築

建設補修 建設補修

公共事業
道路関係公共事業、河川・下水道・その

他の公共事業、農林関係公共事業

その他の土木建設
鉄道軌道建設、電力施設建設、電気通信

施設建設、その他の土木建設

中分類（35部門） 小分類（102部門） 主な品目範囲

医療・保健

社会保障・介護

 

医療・保健

医療（国公立）

医療（非営利）

保健衛生（産業）

社会保障

社会保険事業（国公立）

社会保険事業（非営利）

社会福祉（国公立）

社会福祉（非営利）

介護
介護（居宅）

介護（施設）

（出典）「Ｈ12年青森県産業連関表」部門分類表より部分掲載。　　　　　　　　
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レベルのものであるという分析結果を明らかにしてお

り、社会福祉も景気浮揚の１政策になり得ると主張す

る。宮澤は、医療・介護・福祉の領域が、多様な人手

と人材を要する活動であることを踏まえ、生産面の効

果分析みならず雇用面の効果分析も行い、社会保障関

連の公共事業に対する雇用効果の優位性を検証した。

前田も2005年の全国版産業連関表を用いて、医療・介

護・公共事業における生産誘発効果と雇用創出効果を

比較分析している。医療・介護の財源構成試算より同

分野の公費負担率を算出し、税金１単位投入あたりに

おける実際の新規発生需要が公共事業のそれよりも大

きいことを結論づけた。

　本稿では、これらの分析手法にならって公共事業に

対する依存度が全国平均よりも高い9）青森県において

も、果たして医療・介護の経済波及効果と雇用誘発効

果が公共事業よりも優位性を持つのかどうか分析す

る。

　前述したように今後青森県において、ますます高齢

化が進行し、医療・介護などの社会保障負担は重荷と

なってのしかかることが予想される。さらに、社会保

障負担が財政状況の悪化を招く不安も生じる。そこ

で、医療・介護を青森県経済社会全般の連関の中で位

置づけ、その波及効果の優位性を証明できれば、「将

来の重荷」が「将来の希望」へと転換が可能になりう

るのではないかと考える。

Ⅲ　公共事業と医療・介護の分野の係数値の

比較

１．投入係数

　中分類での平成12年度の県内生産額は「建設」が

もっとも大きく１兆1040億2700万円で、うち「公共

事業」は3972億1300万円である。「医療・保健・社会

保障・介護」は5389億6200万円で、うち「医療」は

3844億9600万円、「介護」は639億3600万円となってい

る。青森県の総従業者数（個人業主・家族従業者・雇

用者（含有給役員））は79万2632人であり、「医療・保

健・社会保障・介護」は6万6481人（8.3％）、このう

ち「医療・保健」は3万8,332人、「介護」は9,687人、

また「公共事業」は3万6,700人である。

　投入係数とは、産業連関表の縦の費用構成に注目し

たもので、ある産業で生産物を１単位生産するのに必

要な各産業部門からの原材料投入割合を示し、生産技

術構造を表す。それは、ａ産業の各ｂ産業からの原材

料投入額をＸ ab とし、生産額をＸ a とすると投入係

数Ｃ ab は、Ｃ ab ＝Ｘ ab ／Ｘ a　で求められる。表

６）宮澤健一、「公共サービス化の産業連関と社会保障－医療・介護・福祉と経済波及効果－」、『日本学士院紀要第60巻第２

号』、pp87-115、2005。
７）塚原康博、「＜研究ノート＞公共事業と社会福祉サービスの生産・雇用誘発効果の比較分析－拡大レオンチェフ乗数を用

いた産業連関分析」、『公共政策研究』第３号、pp130-136、2003。
８）前田由美子、「医療・介護の経済波及効果と雇用創出効果－2005年産業連関分析による分析－」、日医総研ワーキングペー

パー No.189、日本医師会総合政策研究機構、2009。
９）青森県は一人当たりの公共事業関係費が全国平均の1.28～1.60倍となっている。（財務省主計局調査課「財政統計」と「平

成20年度青森県県土整備行政の概要（資料編）」より計測。）

表２　投入係数表

部門 鉄鋼 電気機械
建設 医療・保健・社会保障・介護

（再掲）公共事業 （再掲）医療 （再掲）介護

内 生 部 門 計 0.582911 0.556050 0.523340 0.517476 0.389404 0.437648 0.271866

家計外消費支出（行） 0.030203 0.034018 0.016104 0.014579 0.015029 0.011805 0.018409

雇 用 者 所 得 0.119800 0.239546 0.347788 0.347995 0.541944 0.502850 0.580018

営 業 余 剰 0.063394 0.050953 0.018661 0.019171 0.034489 0.035933 0.074637

資 本 減 耗 引 当 0.170697 0.097209 0.057351 0.063445 0.056091 0.064653 0.057855

間 接 税（ 除 関 税 ） 0.033191 0.022618 0.042517 0.039548 0.010489 0.011654 0.009009

（ 控 除 ） 経 常 補 助 金 -0.000196 -0.000393 -0.005761 -0.002213 -0.047445 -0.064544 -0.011793

粗 付 加 価 値 部 門 合 計 0.417089 0.443950 0.476660 0.482524 0.610596 0.562352 0.728134

県 内 生 産 額 1.000000 1.000000 1.000000 1.000000 1.000000 1.000000 1.000000

　 （出典）青森県統計分析課「平成12年青森県産業連関表」より。
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0.192938 
0.313844 

0.350486 
0.351287 

0.385820 
0.391187 
0.399772 

0.417089 
0.443950 

0.461810 
0.475411 
0.476660 
0.482524 

0.498022 
0.506461 

0.562352 
0.571581 

0.610596 
0.621379 
0.623370 
0.632757 
0.641468 
0.642573 
0.647001 
0.649053 
0.650772 
0.653775 
0.659544 
0.661781 

0.684750 
0.689459 
0.699845 

0.715242 
0.728134 

0.822402 
0.874943 

２の投入係数表からは、「医療・保険・社会保障・介

護」は製造業よりも内生部門の投入係数の値が小さい

ため、原材料や中間投入額が少ない部門と言える。反

対に、粗付加価値部門（各産業の生産活動によって、

新たに生み出される価値のこと。雇用者所得や営業余

剰などから構成される。）の投入係数値は高くなる。

中でも、「介護」は0.728134で、雇用者所得の係数値

0.580018とともに上位の値を見せている（図６）。こ

れは、公共事業と比較して、医療、介護部門が労働集

約的で、粗付加価値の高い産業であるという特徴を示

すものである。

２．逆行列係数

　逆行列係数には、各部門並びにすべての部門に対し

ての「直接効果＋第一次波及効果」の情報が凝縮され

ている。すなわち、ある産業への最終需要が１単位増

加したとき、各産業の生産額が最終的にどれぐらいに

なるかを示す係数である。産業間の投入係数を媒介と

した波及の連鎖反応は、次々に各産業部門に広がって

いくが、最終的に各産業の生産水準がどれぐらいにな

るかを算定した係数であり、この係数が高ければ、経

済波及効果が大きいことになり、政策を考える上で重

要な数値となる。

　Ｈ12年の逆行列係数を示す図７では、「医療・保健」

が1.215550、「介護」1.173373である。これは、医療で

100万円の新規需要が発生したとき、各産業への経済

波及効果が約122万円（100万円×逆行列係数1.215550）

であることを示している。「医療」はサービス業の中

では逆行列係数の値が高い。

３．雇用係数と雇用誘発係数

　雇用係数は、ある産業部門で１単位（100万円）の

生産を行うのに必要となる雇用者数（有給役員と雇用

者（常用雇用者、臨時・日雇雇用者）をさす。個人業

主、家族従業者は含まれない。）を意味する。

　一般に、サービス産業は人手を要する労働集約的な

　　図６
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産業であるため、係数値が高い。図８を見ると、公共

事業の0.082127に対して、「医療・保健」0.092027と、

「介護」0.151511は上位で、中でも「介護」の雇用係

数は極めて高い。このように「介護」「医療・保健」

は直接的な雇用創出効果の大きな産業であり、公的支

出の同分野への投入は、公共事業と比較して大きな創

出効果をもたらすものである。今後の急速な高齢化社

会に伴う要介護高齢者に対する医療・介護の拡大が考

えられ、いかに必要なマンパワーを確保するかが課題

となる。

　雇用誘発係数は、ある産業部門への１単位（100万

円）の需要が、産業全体で最終的にどれほどの雇用

者数を誘発するかを示す。「雇用係数」×「逆行列係

数」で計算を行い、その結果を図９に表した。「医療・

保健」0.111863348は「公共事業」の0.111563019より

も高く、「介護」になると0.177778744と全産業の中で

「その他のサービス」「商業」に続き三番目に大きい値

となる。

Ⅳ　青森県の医療・介護と公共事業の経済波

及効果試算

　ここでは、前節の係数値を用いて青森県において医

療、介護、公共事業に税金100億円を投入したときの

第１次、第２次生産波及額と総効果（＝直接効果＋第

１次生産波及額＋第２次生産波及額）、雇用誘発数を

計算する。経済では、ある産業で生じた生産増が、所

得増を呼び、それが消費を増大させ、消費財の生産を

誘発し、そこからまた他の産業の生産面・所得面・雇

用面へと波及するため、第２次波及効果まで算出する

ことで、より正確な波及効果が導き出される。

　今回は、医療・介護は『青森県産業連関表』102部

1.139912 
1.142379 
1.158032 
1.160948 
1.171487 
1.173373 
1.181847 
1.188666 
1.198700 
1.201729 
1.201831 
1.207618 
1.211077 
1.214740 
1.215550 
1.217635 
1.220972 
1.224657 
1.231207 
1.240198 
1.253508 
1.261441 
1.263100 
1.271590 
1.281217 

1.318112 
1.322198 
1.323159 
1.323886 
1.327713 

1.358417 
1.367368 
1.369008 

1.391928 
1.442197 

1.578187 

　　図７



青森県の公共事業と医療・介護の経済波及効果と雇用創出効果：産業連関表による比較分析 31

門の『医療・保健』部門と『介護』部門、『公共事業』

部門で試算をする。また、青森市平均消費性向は、医

療・介護の財源構成試算の年度と同じ平成17年度の家

計調査データを用いる。

１．試算にあたって

　公共事業の場合、税金は事業費に等しいので、税金

100億円によって、新規需要100億円が生み出されるこ

とになる。医療では、公費、保険料、患者負担など

を財源としており、国内生産額に対する公費の比率

は33.3％で（表３）、これを青森県の試算にも使用す

る。税金100億円によって、医療の新規需要は100億÷

33.3％＝約300億円となる。

　また、介護の場合も財源は同じで、国内生産額に対

する公費の比率は43.8％（表３）なので、税金100億

円によって、介護の新規需要は100億円÷43.8％＝約

228億円となる。

　分析では、以下を前提条件とする。

①　生産能力の限界を無視

　需要に対して、各産業が十分に対応できない場合

も考えられるが、各産業の生産能力はどのような状

況にでも応じられると仮定する。

②　在庫による調整を無視

　ある産業に在庫が十分にある場合、その産業に生

産波及が及んでも、生産を増加せずに在庫品で需要

に応えることも考えられるが、予測が困難なことか

ら在庫による調整を無視している。

③　投入係数の短期的安定が前提

　生産技術が変化すれば投入係数も変化することが

考えられるが、短期間に大幅な生産技術の変化はな

いものとする。

④　自給率は一定

　自給率（県内需要に対する県内調達の割合）は

様々な要因で変化するが、これを一定とする。

　　図８
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　　図９
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0.094703808
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表３　医療・介護の財源構成

� （億円）　　　

年度
国民医療費、介護保険介護費 国内生産額②

公費① 保険料 患者（利用者）負担 計 公費①÷②

医療
2005 120,610 162,893 47,786 331,289 362,331 33.3％

2006 121,274 162,245 47,757 331,276 －　 －　

介護
2005 27,950  29,993 6,014  63,957 63,87 43.8％

2006 27,672 31,071 4,872 63,615 －　 －　

（出典）日本医師会総合政策研究機構より。　　　

⑤　時間的問題が不明確

　いつの時点で波及効果が達成されるのか、その時

期は不明確である。

⑥　第２次波及効果の対象は雇用者所得のみ

　第２次波及効果の計算では、雇用者所得のみを対

象としているが、営業余剰には個人業主の所得など

が含まれている。本来はこれらを含めて第２次波及

効果を計算すべきであるが、営業余剰から個人業主

の所得を分割する方法などが明確でないため、分析

対象としない。

⑦　時間外勤務対応による影響は未考慮

　生産の増加によって、新規雇用者が誘発されると
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いった前提で雇用誘発効果を計算しているが、新規に従業員を雇わず、現員の時間外勤務で対応する場合が考え

られる。しかし、個々の対応に関する予測は困難なため、一般的な分析では雇用誘発効果に時間外勤務対応によ

る影響は考慮しない。

　さらに、

⑧　産業構造（相互依存関係など）は、作成対象年当時のものである。

⑨　生産物の価格は、作成対象年当時のものである。

２．産業連関分析モデル

　分析には、公表されている「競争輸入型産業連関表」を活用し、一般に用いられる「競争輸入型モデル」に基づ

いて計測する。モデル式は、

Ｘ　＝　［（Ｉ－（Ｉ－Ｍ）Ａ］－１・［（Ｉ－Ｍ）ＦＤ　＋　Ｅ　］

（生産額）　　　　　（逆行列係数）　　　　（県内最終需要に対する県産品の需要）　　（移輸出）

	 Ｘ　　：生産額

	 Ｉ　　：単位行列

	 Ｍ　　：移輸入率（対角行列）

	 Ｉ－Ｍ：県内自給率（対角行列）

	 Ａ　　：投入係数

	 ＦＤ  ：県内最終需要

	 Ｅ　　：移輸出

となる。

　次に、間接効果である第１次生産誘発効果と第２次生産誘発効果を求めるために、次のモデル式を用いる。

　　　Ｘ＝［（Ｉ－（Ｉ－Ｍ）Ａ］－１  ・［（Ｉ－Ｍ）・Ｆ］

　　　　　　　（Ｆ：各産業連関表部門の中間投入内訳）

　これを簡略化して次のように表す。

　　　　　　Ｘ＝　Ｂ・　Γ　・　Ｆ

  　　　　　Ｂ：［（Ｉ－（Ｉ－Ｍ）Ａ］－１  型逆行列係数

　　　　　　Γ：（Ｉ－Ｍ）の県内自給率

第１項　第１次生産波及効果

　第１次生産波及効果とは、直接効果で把握した各産業連関表部門別の投入内訳のうち、原材料などの購入にあて

られる中間投入部分によって生ずる生産誘発効果のことである。

　第１次生産波及額を求めるためには、まず新規需要のうち原材料がどのぐらい必要となるかを求める。

	 原材料投入額＝新規需要額　×　投入係数

　

その原材料はすべてが青森県内で賄われるわけではなく、不足分や生産をしていない部分は県外から移輸入するこ

とになるため、県内自給率を掛けて原材料県内調達額を求める。

	 原材料県内調達額＝原材料投入額　×　県内自給率
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　次に、この原材料県内調達額が及ぼす生産波及効果を逆行列係数を使って求めると、第１次生産波及額が算出さ

れる。

	 第１次生産波及額＝原材料県内調達額×部門別逆行列係数

　Ｈ12年の産業別の１次的生産波及額を計算し、その結果を図10に示した。

　一般的に中間投入率の大きい物財産業部門が１次波及効果が大きくなる。「医療・保健」「介護」は中間投入率が

低いため第１次生産波及額が小さくなる。具体的には、「医療・保健」の県内生産額は3,844.96億円、第１次生産波

及額は4,673.7億円であった。「公共事業」の県内生産額は3972.13億円、第１次生産波及額は5,395.8億円であった。

公共事業は、逆行列係数も県内生産額も共に「医療」よりも高いため、１次的な生産波及額は「医療・保健」より

も大きくなる。尚、「介護」の県内生産額は639.36億円、第１次生産波及額は750億円である。この部門は、逆行列

係数が小さく、他産業への生産波及が少ない上、県内生産額も小さいので、「公共事業」「医療・保健」と比較する

と生産波及額はかなり下回る。

　　図10
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第２項　第２次生産波及効果

　直接効果、第１次生産波及効果で誘発された生産額のうち、雇用者所得の一部が消費に回ることにより、さらに

生産が誘発されることになる。つまり、第１次生産波及額の中には、粗付加価値、さらに雇用者所得も含まれてい

るため、その誘発された雇用者所得の一部が家計消費支出としてさらに需要に向かい、それが再び生産を誘発する

２次的な効果があると考えられる。これが第２次生産波及額で、まず、直接効果、第１次生産誘発額に雇用者所得

率を掛け、誘発された雇用者所得額を求める。

 雇用者所得額＝（直接効果×雇用者所得率）＋（第１次生産波及額×雇用者所得率）

　この雇用者所得額のうち、実際に消費に回る額を求めるため、H17年の青森市平均消費性向0.818をかける。

 消費支出増加額＝雇用者所得額×青森市平均消費性向

　この消費支出増加額のうち、県内での生産に回る分を求めるため、最終需要部門の民間消費支出の構成比を使っ

て産業部門ごとに分配し、それに県内自給率を掛けて求める。

 各産業部門ごとの消費支出増加額＝消費支出増加額×民間消費支出構成比

 消費支出による県内需要増加額＝各産業部門ごとの消費支出増加額×県内自給率

　次に、この消費支出による県内需要増加額が及ぼす波及効果を逆行列係数を使って求めると、第２次生産波及額

が算出される。

 第２次生産波及額＝逆行列係数×消費支出による県内需要増加額

第３項　総合生産波及効果

　総合生産波及効果は以下のようになる。

 総合生産波及額＝直接効果＋第１次生産波及額＋第２次生産波及額

　このうち粗付加価値誘発額と雇用者所得誘発額は次のようになる。

 粗付加価値誘発額＝総合生産波及額×粗付加価値率

 雇用者所得誘発額＝総合生産波及額×雇用者所得率

　なお、粗付加価値率と雇用者所得率は以下のように求める。

 粗付加価値率＝各産業部門の粗付加価値額／各産業部門の県内生産額

 雇用者所得率＝各産業部門の雇用者所得／各産業部門の県内生産額

　従業者誘発数と雇用誘発数は、それぞれに従業者係数と雇用者係数を乗じて求める。
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 従業者誘発数＝総合生産波及額×従業者係数

 雇用誘発数＝総合生産波及額×雇用係数

　なお、従業者係数と雇用係数は以下のように求める。

 従業者係数＝従業者数／県内生産額

 雇用係数＝有給役員・雇用者数／県内生産額

３．計測結果

　前節の計算式により作成したものが、（１）～（３）のフローチャートである。

　これらを比較すると、次の３つのことが言える。

　第１に、第１次生産波及効果は、前述のように中間投入率の大きい物財産業部門が大きくなるため、中間投入率

の低い「医療・保健」と「介護」は、「公共事業」よりも１次生産波及額が小さくなる。具体的には、新規需要100

億円に対して、「医療・保健」「介護」の生産波及額はそれぞれ21.6億円であり、「公共事業」のそれは35.8億円で

あった。

　第２に、追加波及効果である第２次生産波及効果では、一般的に付加価値率の大きいサービス産業部門の方が物

財産部門よりも大きくなる傾向が見られた。新規需要100億円に対しては、第１次生産波及効果とは逆に、「医療・

保健」が39.1億円、「介護」が42.7億円、「公共事業」が31.2億円で、「医療・保健」と「介護」が「公共事業」を

大きく上回っていることがわかる。

　第３に、総効果でみると、「医療・保健」は161億円、「介護」は160億円、「公共事業」は167億円と算出され、ほ

ぼ同レベルの経済効果を有すると言える。

　しかしながら、前述の通り、医療は公費負担率が33.3％であるため、税金100億円に対して、新規需要が約300億

円発生することになる。また、介護の公費負担率は43.8％であり、税金100億円に対して、新規需要が約228億円発

生する。したがって、波及効果は前記のフローチャートよりさらに拡大し、それを当てはめて再び試算をしたの

が、（４）～（５）のフローチャートである。これらは、「医療・保健」「介護」分野が、第１次生産波及効果・第

２次生産波及効果・総効果、いずれにおいても「公共事業」分野より優位を占めている。なかでも、雇用誘発数は

「医療・保健」分野で4,188人、「介護」分野は4,463人、「公共事業」分野は1,315人で、「公共事業」分野の3.18倍

～3.39倍と上回っている。

　以上のことから、全国を対象とした研究結果同様公共投資依存度が高い青森県においても、「医療・保健」と

「介護」への租税投入は、生産波及効果・雇用創出効果両面から見て、「公共事業」を大きく上回っており、短期的

な景気浮揚のための公共支出の配分において、公共事業だけでなく「医療・保健」「介護」も選択肢の１つとなり
えるものと推測される。



青森県の公共事業と医療・介護の経済波及効果と雇用創出効果：産業連関表による比較分析 37

-1



　神馬志保子・秋葉まり子38

-1



青森県の公共事業と医療・介護の経済波及効果と雇用創出効果：産業連関表による比較分析 39

-1



　神馬志保子・秋葉まり子40

-1



青森県の公共事業と医療・介護の経済波及効果と雇用創出効果：産業連関表による比較分析 41

-1



　神馬志保子・秋葉まり子42

まとめ

　本稿は、代表的な景気浮揚の政策の対象となってき

た公共事業と、高齢化社会において拡大が不可避と

なってきている社会福祉部門の生産波及効果と雇用創

出効果を、平成12年度青森県産業連関表を用いて計測

し、それらの比較分析を行うことを目的としている。

　我々が取り上げた社会福祉部門の医療・介護の特徴

は、投入係数の値から見て労働集約的で、かつ粗付加

価値の高い産業であるということである。現段階では

県内生産額において「建設」「公共事業」が高いウェ

イトを占めているが、今後一層の高齢化が進むであろ

う青森県では、医療・介護部門の需要が増加するであ

ろうと予想される。

　計測結果の一つは、逆行列係数と第１次生産波及額

の吟味からは「公共事業」の優位性が認められた。一

般に、中間投入率の高い生産財部門は第１次生産波及

額が大きくなる傾向があるが、医療・介護はこの投

入率が低いため、波及額は小さい。しかし、これはあ

くまで第１次レベルであり、ここから生じる雇用者所

得により、さらに新たな消費需要が発生することにな

る。

　雇用に関しては、労働集約的である医療・介護の雇

用係数・雇用誘発係数共に高く、同部門が大きな雇用

創出効果を有する産業であり、失業率改善への期待が

持てることが認められた。

　最後に、経済波及効果の試算から、「医療・保健」、

「介護」、「公共事業」に同額の税を投入した場合の第

２次生産波及効果と雇用誘発効果を見た場合、生産波

及効果は第１次生産波及額とは逆転し、「医療・保健」

「介護」の効果が大きいという結果が得られた。また、

雇用誘発効果も「公共事業」の3.18～3.39倍であり、

以上のことから全国を対象としたこれまでの研究結果

同様、公共投資依存度が高い青森県においても、「医

療・保健」「介護」への租税投入が雇用や消費を喚起

する力があり、景気対策・失業対策の１つになりうる

と考えられる。

　青森県は、全国と比較して高い失業率・低い有効求

人倍率、低い自主財源のため、迅速かつ、より経済波

及効果のある分野への租税投入が喫緊の課題である。

また、今後ますます進行するであろう少子高齢社会へ

の対応策も併せて急務となっている。本稿の試算よ

り、経済波及効果と雇用創出効果の両面で、「医療・

保健」「介護」という社会福祉部門への財政支出も短

期的な景気浮揚のための政策として有効であることが

確認された。少子高齢社会は、社会保障費増大という

負の面もあるが、同時に新たな雇用機会創出という

チャンスも提供してくれる。

　ただし、試算の結果については、以下のような留意

点がある。

　第１に、産業連関分析はある産業の需要の変化が各

産業へ波及するという一連のプロセスを通じて、最終

的に地域全体の経済効果を計測することができる。し

かし、これは波及の過程で、どの産業も需要に応じて

その額だけ必ず生産が行われるということを前提とし

ているが、もし波及の過程のある時点で過剰な在庫を

抱えている分野があれば、その後のプロセスで波及効

果は生ぜず、ここで波及の連鎖は途絶えてしまう。こ

のように実際の波及の中断があった場合、産業連関分

析の計測結果と現実に“ずれ”が生じる可能性があ

る。

　第２は、雇用誘発効果では、その分野への労働需要

があるにもかかわらず、労働供給が追いつかず失業率

の改善にならない場合がある。例えば、就業資格制

限、雇用のミスマッチなどがその原因となる。「医療・

保健」、「介護」分野もまさに就業のため資格取得が必

要であり、さらに求職者の職種・年齢・能力・賃金な

どにおける雇用のミスマッチが発生している産業であ

る。

　第３に、前述した通り産業連関表は５年おきに作成

されており、作成開始から発表までのタイムラグがあ

る。本稿で使用した「青森県産業連関表」も最新では

あるが、平成17年に発表された平成12年度のデータと

いう資料制約的な面がある。

　こうした検証結果を踏まえて、今後の青森県の雇用

拡大、景気浮揚策において、医療・介護分野に力点を

置いた租税配分・システム作りがなされることを期待

したい。
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